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中国の戦略が見える地図

　ここに2019年８月に撮影され
た一枚の地図を掲載する。この地
図（大陸部東南アジア）は、中
国・昆明発でインドシナ半島を南
へ縦断するもので、20年３月に
発行された「アジアの新たな地域
秩序と交錯する戦略―タイと
CLMV・中国・日本」という研
究調査報告書の巻頭に掲載された。
CLMVとはカンボジア、ラオス、
ミャンマー、ベトナムを指してい

るが、この報告書の執筆陣には、
タイ研究の第一任者である末廣昭
教授（学習院大学）をヘッドに８
人の研究者が参加している。この
現地報告は、コロナ禍で行動が制
限されている時代において貴重で
ある。
　報告書の説明によると、この地
図は、中国南部の都市「昆明」の
新南駅構内に貼り出されていた昆
明発の大陸部東南アジア、さらに
シンガポールを結ぶ高速鉄道建設
の計画図であり、中国側の描いた
一方的な計画図であると言う。し
かし、この地図に秘められた意図
は、おそらく中国の「一帯一路」
構想の一角をなすものだと言えな
いこともないが、それはまた唯我
独尊の発想だとも言える。
　地図を少し説明すると、まず右
側路線は雲南省昆明→ラオカイ→
ハノイ→ホーチミン→バンコク。
左側路線は昆明→ミャンマーとの
国境ムセ→マンダレー→ネピドー
→ペグ→バンコク（支線はマンダ
レー→インド洋に面したチャウピ
ュ）。真ん中の路線は昆明→ラオ

スとの国境ボーデン→ビエンチャ
ン→ノンカイ→バンコク、そして
シンガポールへ。
　以上、大きく言うと３つの主要
路線が描かれている。筆者は唯我
独尊の発想と述べたが、バンコク
を中心に大陸部東南アジア地域が
将来発展してくると、この構想図
は単なる構想図ではなくなると考
えたい。
　この地図を見ていると、日本は
ことあるごとに「自由で開かれた
インド太平洋」を口にするが、夢
物語でもよいから、インド太平洋
の発展のための壮大な夢のあの計
画を欧米を巻き込みながら押し立
てて、インド太平洋諸国を実質的
にインド太平洋戦略に巻き込むべ
きではないかと考えたい。
　中国の仕掛けた開発戦略を批判
しているだけでは、インド太平洋
諸国を、インド太平洋戦略に実質
的に巻き込むことは難しい。「自
由で開かれた……」と言ってみて
も、多くの途上国に実際に自由で
開かれた構想の恩恵が届かない限
り、日本をはじめ欧米が唱える

「自由で開かれたインド太平洋」
の信頼性は高まらならない。

中所得国の罠に陥ったタイ

　「自由で開かれたインド太平
洋」で多くの周辺国を巻き込んで
いくならば、もっと具体的な政治
の安定をもたらす経済発展のため
にビッグ・プログラムが必要では
ないだろうか。どうも日本はじめ
欧米諸国は空鉄砲を撃っているよ
うに感じてならない。
　空鉄砲では、そのうち「自由で
開かれたインド太平洋」も、中国
になし崩し的につぶされてしまう
可能性がある。新たに、中国と国
境を接する大陸部東南アジア諸国
との経済・貿易関係の強化を戦略
的に考える時代を迎えていると言
える。
　特に、大陸部東南アジアにあっ
て“地域の核”とも言うべきタイ
に対しては、より高度な政策的国
際協力を構想すべきではなかろう
か。現在のタイは、経済の低迷に
喘いでいる。末廣教授によると、
タイは現在、「中所得国の罠」に
陥っていると述べている。教授に
よると、少々難しい言い方になる
が、「中所得国の罠」は、それま
で低賃金の労働力と低コストの資
金を継続的に投入することで経済
成長してきた国（特に中所得国）
が、労働生産性の向上を伴わない
賃金の上昇や、投下した資本の効
率性の低下などによって成長率が
鈍化した状態を指すものだと述べ
ている。
　つまり、低コストの労働と資本
の投入による資源主導型成長から、

タイミングよく生産性主導型成長
に移行できない国が“中所得の罠
に陥った国”ということになる。
　そして「下位中所得国」
（2,000ドル以上で7,250ドル未
満の国）に28年間以上留まって
いる国と「上位中所得国」
（7,250ドル以上で１万1,750ド
ル未満の国）に14年以上留まっ
ている国を「中所得国の罠に陥っ
た国」とみなす。
　この定義によると、下位中所得
国38カ国のうち30カ国、上位中
所得国14カ国のうち５カ国の総
計35カ国が「罠に陥った国」に
分類されている。これらの大半は、
ラテンアメリカ13カ国と中東・
北アフリカ11カ国に集中してお
り、アジアは３カ国と極めて少な
い。下位中所得国ではフィリピン、
スリランカが、上位中所得国では
マレーシアがそれぞれ「罠に陥っ
た国」に指定されている。
　ちなみに、下位中所得国から上
位中所得国に移行したのは、マレ
ーシアが1995年、タイが2004年、
中国が2009年であると言う。と
ころが、2011年以降もこれらの
３カ国は高所得国に移行していな
いので、「上位中所得国」での滞
在年数は、19年現在、マレーシ
アが25年、タイが16年、中国が
11年になる。つまり、ASEANで
はマレーシアだけでなく、タイも
現在では「罠に陥った国」の代表
なのである。

イノベーション成長戦略

　タイの経済的停滞は、2015年
から20年までの、予測を含めた

アジア開発銀行による新興アジア
諸国の経済成長実績と予測による
と、カンボジア7.3％を筆頭にベ
トナム7.1％、ラオス6.5％、ミャ
ンマー6.2％と、ASEAN後発組
であるCLMVが軒並み高い経済
実績を見せている。ところが、タ
イは4.1％とASEAN加盟国の中
心シンガポールを別にすれば、最
低の数字であった。15年から20
年まで６年間の平均値を見ても、
タイの年経済成長は3.5％であり、
マレーシアのパフォーマンス4.9
％に比べてもタイの実績は低い。
しかも、その低成長がこの10年
間に際立っていることが明白であ
る。
　14年５月の軍事クーデターで
登場したプラユット政権は、激し
い学生運動と対峙しながらも目下、
「中所得の罠」を克服する国家戦
略を展開しようとしているが、罠
の中でも「中所得国の罠」を重視
し、「イノベーション主導型成長
戦略」を前面に押し出している。
この戦略をとれば、向こう20年
間に経済成長は年平均4.5％、投
資増加率10％、輸出伸び率年８
％に上昇し、2036年には「高所
得国」に仲間入りできると計算し
ている。
　タイは大陸部東南アジアで中心
的な存在で、その役割も大きい。
ASEANの健全な発展にとってタ
イは欠かせない存在である。また
「自由で開かれたインド太平洋」
にとっても、タイは中国との地域
的なバッファーとして重要なポジ
ションにあることを戦略的に重視
されなければならない。

大陸部東南アジアの要衝タイ
「自由で開かれたインド太平洋」の要か
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広がる知日派行政官の輪～“人材育成競争”で問われる日本の戦略

がある人の方が日本のODAに理
解があり、サポーティブだ。政府
要人との会合のアポ取りもしやす
く、ベトナム政府内への働きかけ
をお願いすることもある。ODA
事業をスムーズに実施する上での
環境・土壌作りに繋がっている」
と語り、知日派の閣僚や省庁幹部
の増加に手応えを感じている。
　ただ、ベトナムの「全方位外
交」を反映し、大学院の奨学金提
供をする国はフランスなど欧米、
オーストラリア、韓国のほか、旧
東側陣営のロシア、中国、ハンガ
リー、ポーランド、キューバなど
多くある。その中でも有名なのは、
豪州政府のベトナム向け奨学金
(AAV）だ。ベトナム戦争終結直
前の1974年に始まり、豪州の大学
院で学んだ留学生は累計約6,000
人に上る。
　それだけに江原氏は「JDSなど
を通じて日本が行政官の能力強化
に貢献しているという事実はある。
他方、日本の協力がベトナム政府
自身の人材育成の取り組みや他の
ドナー国の協力と組み合わさって
ベトナムの有能な行政官育成へと
繋がるように、総合的に研修・留
学プログラムを策定・実施してい
くことを心掛けている」と語る。
　JICAと（株）国際開発センター
（IDCJ）が昨年まとめたJDS事業
の効果を検証する基礎研究報告書
は、JDS開始から約20年経ち、
「帰国留学生の中から高い職位へ
の昇進者が生まれ、各政府機関の
中で若手職員が外国での学位取得
を目指す際の主要プログラムとし

て認知確立をもたらした」と評価
している。
　特にJDS事業は「選考プロセス
の透明性・厳格性、渡航前・滞日
中の手厚いサポート、さらに家族
帯同が可能な点など具体的条件が
多くの帰国留学生から利点として
認識され、JDSブランドの確立に
貢献している」と指摘する。実際、
開発途上国に提供される諸外国の
留学事業の中には有力者のツテな
どで合否が左右されるケースも少
なくない。日本の場合、ABEイニ
シアティブなども含め、透明性と
機会均等の確保に定評がある。
　こうした要素もあってベトナム
では、2017年度受け入れのJDS留
学生まで定員の４倍以上の応募が
あり、優秀な留学生を多く獲得し
た。16年にはベトナム首脳から安
倍晋三首相（当時）に一層の人材
育成強化の要請があった。
　ところが、新たな課題もある。
ベトナムでは17 年、行政・公務員
改革として向う５年間に政府機関
職員を毎年1.5～2.0％減らす首相
指示が出た。このため、若手行政
官の採用減や、それによる人手不
足で留学ニーズに陰りが出ている。
　そこで18年度から日本が進めて
いるのが、前述のベトナム共産党
中央組織委員会（CCOP）のチャ
ンネル活用だ。CCOPは全国で約
520万人いる党員・党友の人事と
人材育成を司る。18年度から
CCOPを通じた応募枠を加え、募
集定員を年60人に倍増した。これ
を通じて地方の人材にも募集をか
け、CCOPの推薦を得ることで一

層優秀な人材の獲得を狙っている
という。

チャイナ・スクールに存在感

　知日派台頭の半面、ベトナム外
務省で日本や韓国も担当する北東
アジア局長の要職は代々、中国専
門家が占めていることも頭に入れ
ておきたい。「ベトナムでは国民
の反中・嫌中感情は強いが、共産
党と政府は米中対立の間でバラン
ス外交を取る意識が強い。外交官
で優秀な人材は対中戦略要員とし
て育てているようだ」と、ベトナ
ム駐在のビジネスマンは言う。
　グエン・フー・チョン共産党書
記長は今年２月、習近平中国国家
主席との電話会談で「中国との政
治面の相互信頼を深め、政党間の
行き来を強化し、双方の実務協力
取り決めの実行を急ぎ、両国の全
面的戦略協力パートナーシップの
持続的で健全な安定発展を図り、
地域と世界の平和・安定と協力発
展に貢献することを願う」などと
述べた。
　中国は島を巡って対峙する最大
の脅威ではあるが、かつてベトナ
ム戦争の勝利を支えてくれた社会
主義の盟友であり、最大の貿易相
手でもある。首脳間のパイプを維
持しつつ、チャイナ・スクールの
人材を着実に育てて未来の命脈を
保つ。そんな冷徹な安全保障戦略
の中に、知日派の抜擢が対中牽制
と投資促進の戦術として組み込ま
れているのではないか。こちらも
冷徹に考えておく方が良さそうだ。

（本誌編集委員・竹内 幸史）

27閣僚中11人は訪日研修を経験

　2000年度にラオス、ウズベキス
タンを対象にスタートした人材育
成奨学計画（JDS）は、翌01年度
からベトナム、カンボジアを対象
に加え、今では19カ国に拡大した。
受け入れ実績は累計約5,000人に
及ぶ。このうち最大の対象国はベ
トナムだ。2020年度まで累計763
人（修士課程751人、博士課程12
人）に上る。
　ベトナムは社会主義体制を掲げ
ながらも、市場経済を導入して発
展し、環太平洋パートナーシップ
（TPP）にも加盟する友好国だ。
中国とは南シナ海で島の領有権紛
争を抱えており、日本にとっては
「自由で開かれたインド太平洋
（FOIP）」の観点からも重要な

国である。昨年10月には菅義偉首
相が就任後初の訪問先としてハノ
イを訪れ、経済と安全保障にわた
る協力を強化した。
　そのベトナムで今年４月、新政
権が発足した。グエン・スアン・
フック首相が国家主席に、ファ
ム・ミン・チン共産党中央組織委
員会（CCOP）委員長が首相にそ
れぞれ就任した。
　チン新首相は、中国と国境を接
する北部のクアンニン省の党書記
長だった時、JICAと環境プロジェ
クトなどについて何度も協議した。
また、直近まで務めたCCOP委員
長時代も日本大使やJICAとの定期
会合を重ね、人材育成や行政改革、
ODAについて協議してきた。越
日友好議員連盟会長でもあり、訪
越した菅首相とも会談した。
　さらに新政権の閣僚級人事で目
立ったのは、大勢の“知日派”の
台頭だ。JICAと日本国際協力セン
ター（JICE）によると、閣僚に就
任した27人のうち11人は訪日研修
を受けた経験がある。いずれも
1960年代生まれで、その多くが党
務経験者だ。
　このうち９人は「ホーチミン国
家政治学院及行政学院公務員研修
実施能力強化支援プロジェクト」
で短期（10～11日間）の訪日研修
に参加した。これは、全国の課長
級以上の公務員研修を担うホーチ
ミン国家政治行政学院の運営能力

などを高める支援事業だ。また、
レー・タイン・ロン法相はJICAの
長期研修（技術協力）で名古屋大
学に留学し、博士号を取得した。
法制度整備など日本との司法協力
を進めてきたキーパーソンだ。
　さらに副大臣級では、JDSによ
る長期の訪日研修経験者も２人い
る。１人はチャン・ダイ・ドン計
画投資省副大臣だ。一橋大学大学
院（国際企業戦略）で2006年に修
士号を取得。帰国後は2016～17
年に行われたベトナム投資環境改
善のための日本・ベトナム間のハ
イレベル協議や「日越共同イニシ
アティブの第６フェーズ」の中核
メンバーとして活躍した。そして
17年には、計画投資省経済特区管
理局の局長として、国内全ての工
業団地と経済特区を監督した。も
う１人はファム・クアン・ヒエウ
外務省副大臣。名古屋大学大学院
（法学）で06年に修士号を取り、
帰国後は大臣補佐兼人事局長など
に就いた。
　このような抜擢で、JDS 事業の
目標である「開発課題改善への貢
献」と「二国間関係強化への貢
献」も道筋がついて来ると言える
だろう。

オーストラリアなど多くの留学先

　こうした動向にJICAベトナム事
務所の江原育美氏は「現場感覚と
しては、日本での研修に参加経験
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新型コロナ・デルタ株の感染拡大を受け、ロックダウンさ
れた首都・ハノイ。日本への留学関係者も多いベトナム
現政権は、厳格なコロナ対策に取り組んでいる＝ベトナ
ム市民提供

優秀な人材集めに共産党ルートも活用
JDS最大の対象国

知日派閣僚増えるベトナム1


